
みんなが健康で明るい職場と家庭が願い 

神崎郡市川町の街並み 
市川町役場から提供いただきました 

  

     兵庫県建築健康保険組合 

     ２０２６年１０月１５日 № ２７３ 
 
 
 

 

 

10 月は「健康強調月間」 

身体活動や運動を通じて健康寿命を延伸 

 

健保連・健保組合は１０月を「健康強調月間」として、加

入者の健康づくりを後押しする啓発活動に力を入れていま

す。この活動は１９６４年に開催された東京オリンピックを

契機に、国が国民的な体力つくり運動を推進したことを受け

て１９６６年にスタートし、半世紀以上にわたって続けられ

ています。 

１９６０年代後半以降の高度経済成長に伴い、機械化・自

動化が進み生活の利便性は向上する一方、日常で身体を動か

す機会は減少しました。現在、運動不足は深刻な健康課題の１つとなっています。 

厚労省の「健康づくりのための身体活動・運動ガイド２０２３」では、成人に対し、歩行や身体活動を

１日６０分以上、歩数にして約８０００歩以上行うことを推奨しています。また科学的エビデンスに基づ

き、現在より１日１０分多く身体を動かすと生活習慣病の発症リスクが約３％低下するとしています。さ

らに、デスクワークやスマートフォン利用による長時間の座位行動を問題視し、３０分ごとに立って動く

ことも勧めています。身体活動には通勤や労働、家事も含むため、運動はできなくても普段の生活で意識

して身体を動かせば、立派な健康づくりになります。 

超高齢社会の今、身体活動や運動を通じて健康を維持し、日常生活が制限されない健康な状態を長く保

つことは、生活の質の向上だけでなく、医療費適正化の観点からも重要です。「健康強調月間」をきっか

けに健康づくりとして、「今よりも１０分多く身体を動かすこと」から始めませんか。 

 

「すこやか健保 2026 年 9 月号」（健康保険組合連合会 2026 年 9 月 1 日発行） 
無断転載を禁ずる 

 

広報誌「掲示板」は毎月発行しています。過去の記事はホームページの掲示板サイトをご覧ください。 

 

TEL   : 078-997-2311   FAX：078-997-2328 

E-Mail: hyougokenkentiku@mub.biglobe.ne.jp  

URL   : http://www.hyogo-kenchiku-kenpo.or.jp/ 

 



● 月額変更届の（新）ルールが追加されます 

   ～療養、育児、介護の場合の特例として令和９年１月１日から～ 

 

  療養、育児又は介護（以下「療養等」という）と仕事を両立するため、本人と職場の合意の下で所

定労働時間の短縮や時間外労働の抑制等の就労形態の調整（以下「就労調整」という。）を行う場合、

こうした調整によって報酬が急減し、急減後の報酬の総額を基にした標準報酬月額が、従前の標準報

酬月額に比べて２ 級以上低下する場合であっても、通常の随時改定の取扱いによる場合、標準報酬

月額が改定されるまでには、固定的賃金の変動があった月から３か月を要するため、それまでの間、

従前の標準報酬月額が維持されることになります。  

そのため、今般、療養等と仕事の両立を支援する観点から、通常の随時改定の取扱いによることな

く、より速やかに、現状に適合した形で標準報酬月額を改定できるよう、療養等と仕事を両立するた

め、本人と職場の合意の下で、所定労働時間の短縮や時間外労働の抑制等の就労形態等の調整が行わ

れ、その結果として、標準報酬月額が２等級以上低下し、かつその状態が３か月以上続くことが予め

見込まれる場合は、報酬が減少した月の翌月から標準報酬月額を改定できる特例措置が設けられまし

た。 

  令和９年１月１日から適用されますので、ご承知おきください。 

なお、特例措置による場合、標準報酬月額が減少するため、将来の年金給付が減少すること、傷病

手当金及び出産手当金に影響が生じることについて、対象者に十分説明の上、予め同意を得ておく必

要があります。 

 

１ 具体的な取扱い 

事業主から、（１）の対象者について、（２）に定める手続の方法により、療養等と仕事を両立す

るための就労調整を行うことにより報酬が急減し、急減後の報酬の総額を基にした標準報酬月額が、

従前の標準報酬月額に比べて２等級以上低下し、かつその状態が３か月以上続くことが予め見込ま

れるものとして届出があった場合には、固定的賃金の変動の有無にかかわらず、特例措置により、

報酬減となった初月（※１）に受けた報酬の総額を、新たな標準報酬月額として改定できる取扱い

とします（※２）（※３）。  

ただし、就労調整が終了・縮小したことにより報酬が増加し、増加後の報酬の総額を基にした標

準報酬月額が、その者の標準報酬月額（特例措置による改定後のもの）に比べて２等級以上上昇し

た場合には、固定的賃金の変動の有無にかかわらず、その内容を届け出てください。その場合、報

酬増となった初月（※４）に受けた報酬の総額を、新たな標準報酬月額として改定します（※５）。  

（※１）報酬減となった初月は、療養等を理由とした就労調整を行い、標準報酬月額が２等級以

上低下し、かつその状態が３か月以上続くことが予め見込まれるものとして事業主が届

け出た月とする。 

（※２）報酬減となった初月の報酬支払の基礎となった日数（（以下「支払基礎日数」という。）

については、療養等と仕事を両立するための就労調整により勤務しなかった日（報酬の

支払の有無は問わない。）がある場合であっても、所定労働日数に変更は無く、かつ使

用関係が継続しているときは、当該勤務しなかった日も支払基礎日数として取扱う。そ

のうえで、支払基礎日数が 17 日（健康保険法第 41 条第１項及び厚生年金保険法第 21

条第１項の規定により 11 日とされている者にあっては 11 日。以下同じ。）未満となる

場合は、当該月は特例措置の対象外とする。  

（※３）報酬減となった初月の全部にわたって勤務せず、報酬が一切支払われなかった場合は、

療養等と仕事を両立しているとは言い難いため、当該月は特例措置の対象外とする。 

（※４）報酬増となった初月は、療養等を理由とした就労調整が終了し、標準報酬月額が２等級

以上上昇した月とする。 

（※５）報酬増となった初月の支払基礎日数については、報酬減となった初月の支払基礎日数の

取扱いと異なり、報酬支払いが無かった日は、支払基礎日数として取扱わない。 

   ※ 取扱いの詳細は、ホームページ「けんぽからのお知らせ」に厚生労働省からの通知文書およ

びＱ＆Ａを掲載しますのでご確認ください。 



  （１）対象者 

健康保険・厚生年金保険被保険者及び厚生年金保険 70 歳以上被用者のうち、次のいずれにも

該当する者であること。  

① 療養等（※１）と仕事を両立するための就労調整が行われていること。  

② 当該就労調整により報酬が急減し、急減後の報酬の総額を基にした標準報酬月額が、従前

の標準報酬月額に比べて２等級以上低下し、かつその状態が３か月以上続くことが予め見込

まれること。  

③ 特例措置による改定を行うことについて、対象者が書面で同意していること。 

（※１）療養、育児又は介護とは、それぞれ次の場合を指す。 

・療養：被保険者本人が傷病の治療若しくはこれに準ずる措置（以下「治療等」という。）

を受ける場合又は家族の傷病の治療等に伴い被保険者が看護等の必要な対応をする場

合  

・育児：被保険者の 学校就学の始期に達するまでの子を被保険者が養育する場合  

・介護：介護保険法（平成９年法律第 123 号）に基づく要介護認定又は要支援認定を受け

ている家族を被保険者が介護する場合 

 

（２）手続の方法  

① 提出書類  

（イ）の届出書類に（ロ）の申立書兼同意書を添えた上で、提出してください。  

なお、（イ）、（ロ）の書類については、令和９年１月１日までにホームページの「けんぽか

らのお知らせ」に掲載します。 

（イ）被保険者報酬月額変更届（特例改定用） 

継続した３か月の各月の報酬月額等を記載する欄のうち一番下の月（３か月目）の欄の

みに、報酬減となった初月に係る報酬月額等を記載してください。 

（ロ）申立書兼同意書 

以下の全ての点について事業主が確認したことを証する申し立てと、特例措置に基づく

改定について対象者本人が「同意」していることを記載してください。  

＜事業主の申し立て＞  

ⅰ 療養等と仕事を両立するための就労調整により報酬が急減し、急減後の報酬の総額を

基にした標準報酬月額が、従前の標準報酬月額に比べて２等級以上低下し、かつその状

態が３か月以上続くことが予め見込まれる旨 

ⅱ 対象者が（１）の要件に該当していることを確認した上で、対象者本人の同意を得て

いる旨  

ⅲ 特例措置の届出の内容が事実であることを確認できる書類（②の書類。例：出勤簿、

賃金台帳、療養の事実が分かる医師の診断書、子の年齢を証明する書類、要介護状態又

は要支援状態であることを証明する書類など）を、届出から２年間、確実に保存する旨  

ⅳ 就労調整が終了・縮小したことにより報酬が増加し、増加後の報酬の総額を基にした

標準報酬月額がその者の標準報酬月額（特例措置による改定後のもの）に比べて２等級

以上上昇した場合には、固定的賃金の変動の有無にかかわらず、速やかに、その内容を

届け出た上で、報酬増となった初月に受ける報酬の総額を、新たな標準報酬月額として

改定する旨  

ⅴ 健康保険及び厚生年金保険双方で同様の特例改定の手続を同時に行う旨  

＜被保険者本人の同意＞  

ⅰ 特例措置による改定を行う場合は、被保険者の保険料額への影響のみならず、将来の

年金給付が減少すること、傷病手当金及び出産手当金への影響も生じることについて、

十分に理解した上で同意する旨 

 

   ② 関連書類の保存 

     届出内容について、事後的に確認できるよう特例措置の届出及び申立書兼同意書の内容が事

実であることを確認できる書類（例えば、就労調整を行う原因となった療養等の事実を証明す

る書類など）を届出日から２年間保存してください。 
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● 保険料調整制度について 

   ～ 短時間労働者の負担軽減対策として令和８年１０月から ～ 

 

保険料調整制度とは、短時間労働者に対する健康保険・厚生年金保険の適用拡大により新たに被保

険者の資格を取得する短時間労働者について、新たな保険料負担の発生を回避するために就業調整を

行うことがないよう、短時間労働者の手取り収入の減少を抑制させるための制度です。  

具体的には、対象事業所の事業主が保険料調整制度の利用開始を申出することで、短時間労働者の

保険料負担割合を軽減させたうえで、事業主の保険料負担割合を増加させることが可能となり、当該

増加させた事業主の保険料負担割合分の健康保険料額・厚生年金保険料額 （以下「保険料調整額」

という。）については、通算３年間（36月間）、徴収を行うことを要しなかったものとみなし、当該保

険料調整額を事業主に還付することとなる制度です。  

保険料調整制度により、短時間労働者の手取り収入の減少を抑制することができ、かつ、事業主が

最終的に負担する保険料額が増えることもありません。 

 

ただし、現状では令和８年１０月１日以降に、短時間労働者を被保険者とするため「任意特定適用

事業所」（現行は従業員５１人以上の事業所が短時間労働者を加入させなければならない特定適用事

業所であり、５０人以下の事業所は任意に特定適用事業所となることができます。）となる届出をし

た事業所のみですので、対象は限定的です。 

なお、令和９年１０月１日以降は、従業員３６人以上の事業所が特定適用事業所となり、令和１１

年１０月１日からは２１人以上、令和１４年１０月１日からは１１人以上、令和１７年１０月１日以

降は全ての事業所と、順次適用対象要件が拡大していきますので、ご承知おきください。 

 

【保険料負担割合と保険料額】令和８年１０月時点の保険料率（調整保険料、介護保険料、子ども・子育て支援金は対象外） 



● 令和８年度の地域別最低賃金が改正されました 

 

  令和８年度の地域別最低賃金が改定されました。兵庫県の最低賃金は次のとおりです。 

  兵庫県最低賃金  時間額 １，１７２円（改正前は１，１１６円） 

  引上額 ５６円 

 発効日 令和８年１０月１日 

 

  詳しいことは、兵庫労働局労働基準部賃金室または最寄りの労働基準監督署にお問い合わせくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 「郵送自己検診のお知らせ」を送付します 

 

  「毎年必ず受けましょう! がん検診! -郵送自己検診-」のご案内を各事業所様にお送りしました。 

がんの早期発見、早期治療のために１人でも多くの方が受けていただきますよう、特段のご配意を

お願いいたします。 

なお、案内に記載の自己負担金は、当組合からの補助後の料金となっています。 

 

 １ お手数をお掛けして恐縮ですが、被保険者の皆様に１枚ずつお渡し願います。案内書（申込書）

が不足する場合は当健康保険組合にご連絡いただくか、またはコピーしてご対応願います。 

 

 ２ 申込について 

⑴  申込方法と期限 

    所定の申込書を、令和８年１１月３０日（月）までに当健康保険組合に提出いただきます。 

    また、Ｗｅｂでの申し込みも可能です。案内チラシのＱＲコードをスマホで読み取ってお申込

みください。 

  ⑵ 支払方法 

    検診機関から個人宛に検査器具等とともに振込用紙が同封されていますので、コンビニ等で振

込ください。なお、受診されなくても自己負担金は必要となります。 

⑵  採取器具の返送締切日 

    問診票と採取した器具を所定の封筒に入れて、令和９年１月３１日（日）までに委託検診機関

（メスプ細胞検査研究所）へ郵送してください。 

 

 ３ すでに春実施分で郵送自己検診の申込みをされた被保険者・被扶養者の方は、今回、再度同一検

診項目について、申込みをすることができませんのでご注意ください。 

 

【特定減額特例対象者について】令和８年１０月１日から適用 

 令和８年法改正により、短時間労働者に関する報酬額（88,000 円以上）の規定が撤廃されました。 
このことは、最低賃金の適用により所定の勤務時間であれば報酬額が超えることによるものです

が、最低賃金法第７条の規定により減額特例許可を受けている者については、報酬額が 88,000 円未

満であることから、当分の間、厚生年金保険・健康保険の被保険者としないこととされたものです。 
ただし、本人の申し出があれば被保険者となることができますので、資格取得届の様式を変更し備

考欄に「6．特定減額特例対象者の任意取得」を追加しましたので、該当の届出の際は丸印を付して

ください。 
該当者は無いと思われますが、該当する場合は事前にご連絡いただくようお願いします。 
なお、変更後の資格取得届の様式はホームページに掲載しますが、変更箇所は備考欄のみですので、

従来の様式を使用いただいて差し支えありません。 



● 家庭用常備薬の秋季有償斡旋についてお知らせします 

～ＯＴＣ医薬品は購入額の２分の１（2,000 円を上限）を補助します～ 

 

  「家庭用常備薬の秋季有償斡旋事業」について、次のとおりの日程で実施します。 

  今回もＯＴＣ医薬品を購入された場合に、対象商品の合計購入金額の２分の１の額（2,000 円を上

限）を補助させていただきます。 

各事業所に㈱あまの創健から斡旋用紙が届きますので、被保険者の皆さまに配布いただき、事業所

ごとに取りまとめて、健康保険組合に提出してください。 

ご多忙のところ、大変お手を煩わせますが、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 ○ 令和８年度 家庭用常備薬の秋季有償斡旋事業実施日程 

  ・ 案内書発送日                   令和 8年 10 月 28 日（水） 

  ・ 申込締切日  被保険者から取りまとめ担当者へ  令和 8年 11 月 16 日（月） 

            担当者から健康保険組合へ     令和 8年 11 月 19 日（木） 

  ・ 商品発送日                   令和 8年 12 月 24 日（予定） 

 

※ ＷＥＢで申込みされた場合も事業所へ一括送付されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＷＥＢサイトからも申込みできます 



● 被扶養者の認定状況の定期確認（検認）にご協力をお願いします 

 

  被扶養者の認定状況の定期確認（検認）については、令和８年９月１５日に依頼文書等をお送りし

ています。お忙しいところご協力をいただき、ありがとうございます。 

検認は、保険診療を適正に受けていただくための重要な事項であり、「健康保険被扶養者認定取扱

要領」により取り扱うこととしますので、事業主・被保険者・被扶養者の皆様のご理解とご協力をお

願いいたします。 

    まだ未提出の方がおられましたらすみやかに提出いただくようお願いいたします。 

  この度の定期確認に必要な添付書類の様式などは、「けんぽからのお知らせ」令和８年９月１６日

に掲載していますのでご確認ください。 

 

 

● ホームページの新着情報 

 
  当健康保険組合のホームページの新着情報をご案内します。 
 

○ 「掲示板」の掲載 

 

     令和 8年 9月 15 日 

2026 年 9 月 15 日 №272 被扶養者認定状況の定期確認（検認）・インフルエンザ、新型

コロナワクチン接種補助・第 136 回組合会結果・チーム対抗

ウォークラリー 

 

〇 けんぽからのお知らせ 

 

2026 年 09 月 30 日 （短時間労働者に関する）保険料調整制度について 

 

2026 年 09 月 16 日 被扶養者確認調書の添付書類について 

 

2026 年 09 月 15 日 年収の壁・支援強化パッケージにおける被扶養者認定について 

 

● 事業状況 

令和８年９月分 令和７年９月分 前年同月比

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）÷（Ｂ）

163 164 99.39%

    男 3,143 3,177 98.93%

    女 777 779 99.74%

　計 ① 3,920 3,956 99.09%

男 442,539 431,484 102.56%

女 288,777 278,023 103.87%

計 412,061 401,265 102.69%

2,611,773 2,497,222 104.59%

666,269 631,249 105.55%

2,848 2,987 95.35%

0.73 0.76 96.22%

区　　　　　分

事業所数（件）

被保険者数（人）

平均標準報酬月額（円）

標準賞与額総計（累計・千円）

被保険者１人当たり標準賞与額（累計・円）

被扶養者数（人）　　　　　　　　　　②

扶養率（人）　　　　　　　　　　②÷①
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

     第１５５回 （2026 年 10 月 15 日） 

 

マラリア 

      ～ 蚊が媒介する命に関わる感染症 ～ 

   
健康 
コラム 

出典：メスプ細胞検査研究所 HP「メスプニュース」から許可を得て編集して作成しています。 


